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学校給食による食育効果分析
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Analysis of Eﬀ ects of Dietary Education through School Lunch Program
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要　旨
　本論文では、学校給食での地産地消による教育効果について、給食を受けた元児童生徒（現在
成人）を対象とした調査から明らかにした。対象地域は愛媛県今治市だが、同市は1980年代初
期から地産地消の学校給食を推進してきた。本研究では愛媛県今治市が実施した質問票調査の結
果から、学校給食に対する認識や、食に関する志向・行動を分析した。
　分析の結果、地産地消の学校給食が盛んになった世代（26歳）は、今治市の給食を受けてい
た者と市外の者を比較すると、給食への好意や、地産地消などへの理解、有機農産物等の認知な
どの面において、今治市の給食を受けていた者の方が理解度が高かった。
　地産地消の学校給食の初期世代（36歳）は、10年前の調査結果と比較して、給食を受けてい
た地域間での食や農業に対する認識の差は少なくなっていた。一方で、男女間や子供の有無によ
り、食行動や意識の差が出ていることが分かった。
Summary
　　The paper examines the survey conducted in former schoolchildren (adults at present) who 
received the school lunch program and shows education eﬀ ects of school lunch programs based 
on the locally-grown and locally-consumed principle. The questionnaire survey was conducted 
by Imabari City, Ehime Prefecture, where the local government had promoted the school lunch 
program based on the locally-grown and locally-consumed principle since the early 1980s and 
the paper analyzes the survey result to see their awareness of school lunch, dietary preference, 
and diet behavior.
　　The results show that those who received school lunch in Imabari (twenty six-year-old at 
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present) when the school lunch program based on the locally-grown and locally-consumed 
principle became popular have a liking for school lunch, more understanding of local production 
for local consumption, and more awareness of organic agricultural products compared to those 
who were not in Imabari.
　　Among those of the early generation (thirty six years old at present) when school lunch 
program based on the locally-grown and locally-consumed principle started, there is not a big 
regional diﬀ erence in awareness of food and agriculture, but there is a diﬀ erence in diet behavior 
and dietary awareness due to gender diﬀ erence or with or without a child.
Ⅰ．はじめに
　近年、学校給食の位置づけが変化し、共食の機会創出や栄養補給の側面だけではなく、食育の
役割が付加されるようになった。1954年に学校給食法が制定された当初は、児童・生徒への栄
養供給が主たる目的であったが、その後、学校教育活動の一環として位置づけられていった。
2009年の改正では、「学校給食の目標」において食育の役割が付与されるようになったが、同法
第２条第４項から７項では、食生活を支える自然環境や関係する人々の活動、伝統的な食文化へ
の理解、食料の生産・流通及び消費への理解など、従来までの栄養教育だけではなく、生産から
消費までに言及した包括的な食育を促している。こうした背景には、2005年に制定された食育
基本法の存在が大きく、同法により地産地消の一層の促進、栄養教諭の配置と食指導も盛り込ま
れている。
　先述した学校給食の目標の変化は、地産地消と食育の実践を一層促進している。2013年の文
科省学校給食調査によると、給食用食材の地場産率は25.8%であり、国産野菜の使用は全体の
77.1%となっている。こうした状況は従来までの学校給食会を通じて規格化された食材の利用だ
けではなく、地域性を反映した食材利用ができるようになった。そして、地域食材の利用だけに
留まらず、学校での食育指導の要として2005年からが開始された栄養教諭制度は、立ち上げ当
初は37人であったが、2015年には5,356人にまで広がっている。
　一方で、学校給食における食材選択は各都道府県および市区町村の学校給食会等の裁量は大き
くなったものの、地場産野菜の利用頻度や使用量には地域差があることも指摘しておかねばなる
まい。加えて、栄養教諭は制度立ち上げから約10年が経過しているが、栄養教諭配置校と未配
置校の比較では給食への認識や食知識に顕著な有意差がないという結果がでており１、今後のあ
り方を検討する段階となっている。
　以上までを踏まえ、地域農業や食文化を反映した学校給食と食育の推進を効果的に行うために
も、これまでのような全国的な統計調査による取り組み検証だけではなく、個別の事例、とくに
先進地域における取り組み成果を詳細に見ることで、今後を検討するための重要な示唆が得られ
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ると考える。
　こうした課題意識のもと先行研究に鑑みると、学校給食における地産地消に関する研究は先進
地域の取組主体からの報告（安井（2010））や、地場産農産物の導入・生産・流通・利用に係る
課題点とその改善について事例から検討するものが多く見られた（内藤（2010）、山田（2014））。
　学校給食による教育効果に関する研究では、栄養学の観点から給食による食志向への影響分析
（及川（1973）、神戸・菅谷（2002）、松本・深澤（2007））、地産地消の学校給食の食育効果を
質問票からの定量分析を行ったものや、児童・生徒の作文をもとにした定性分析による成果（片
岡（2005）、内藤・佐藤（2010））が見られている。
　以上までの先行研究を概観すると、地産地消に関する学校給食からの教育効果は、現役の児童・
生徒を対象とした調査結果が中心であり、経年してからの教育効果やその後の食行動に関する検
討はほとんど見られない。
　そこで本論文は、これまで研究成果が少なかった学校給食での地産地消による教育効果、その
なかでも特に成果の乏しい、給食を受けた元児童生徒（現在成人）を対象とした分析を行う。分
析対象は、1980年代初期から地産地消の学校給食を推進し、全国的にも評価されている先進事
例である愛媛県今治市を取り上げる。同市における質問票調査の結果分析をもとに、学校給食に
対する認識や、食に関する志向・行動を検討する。
Ⅱ．調査地域の概要
　愛媛県今治市は、瀬戸内海のほぼ中央部に位置した人口16万5,286人（2015年現在）の県内
第２位の人口の地域である。2005年に周辺の12市町村と合併しており、旧市を中心とした平野
部から山間部、沿岸・島嶼部と多様な地形を有するようになった。中世には村上水軍が活躍する
など古来より水運が盛んな地域柄であり、近代においても四国初のコンテナクレーンを有した今
治港の整備、国内有数の造船団地を形成している。そして、国内シェアの半数を占める生産高で
ある今治タオルをはじめとした紡績業、調味料や塩業など国内有数の食品製造業、自然環境を活
かした農業、漁業・養殖業も盛んである。
　同市の学校給食は2015年現在、単独調理場は11調理場（3790人分調理/日）、共同調理場は
11調理場（9282人分調理/日）があり、合計13,072人分/日を調理している。単独調理場は主に
旧今治市内であり、共同調理場は主に合併町村に位置している。
　図表１に今治市における学校給食用野菜の産地別の利用割合（2014年）を示した。校区内の
農家が生産した有機農産物の供給を行っている立花地区を含めた、同市内でも特に学校給食への
地元産農産物供給に積極的な３校では市内産有機農産物が38.6%にのぼっている。その他市内の
学校では、今治市産農産物の利用が63.3%に至るなど、全国平均と比較しても非常に高い地場産
率を誇る学校給食を実現している。
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　このような学校給食を開始した背景には、1980年代に持ち上がった旧市内での大規模給食調
理場の建設に伴う保護者と農業者による建設反対運動が契機となっている。同運動では、地元産
農産物を活かした手作り給食の実施には、各学校で調理場を持ち、温かい給食を子どもたちに配
食できる自校調理方式の給食を実現するべく働きかけられ、1983年以降に順次自校方式への切
り替えが進み、有機野菜・無農薬野菜の供給が開始された。その後、米、大豆、小麦など地場産
農産物の供給拡大（1999年～）、定年帰農者や主婦による「学校給食無農薬野菜生産研究会」の
発足（2001年）など、地域内の多様な主体によって支えられる学校給食づくりが行われていった。
　食材供給のみならず、学校給食を媒体とした教育的活動も積極的に行っており、校内放送によ
る有機農産物生産者名の伝達や農業関係者との交流および農業体験学習も実施されている。
2002年からは地場産農産物を使用した給食メニューを児童より公募することや、食育プログラ
ムの開発（2004年）など、給食を媒介とした教育機会の創出と開発に努めてきた。
　一連の取組は1997年に学校給食文部大臣賞（桜井小学校）、2005年に毎日・地方自治大賞最
優秀賞、長年同市の学校給食に協力してきたJA越智今治の直売所さいさいきて屋が日本農業賞・
特別部門「食の架け橋賞」（2012年）に輝くなど社会的評価を得るに至っている。
Ⅲ．アンケート調査の概要と回答者の属性
　本稿での分析対象である愛媛県今治市では、2013年に同市の取組のなかでも自校調理方式や
地元産農産物の導入を開始した初期世代を対象に、学校給食への印象、その後の食行動を質問票
により調査を行った。
　調査対象者は、同市の「地産地消の学校給食」取組開始期と取組発展期の元児童を対象として
いる（図表２）。2013年３月31日時点で、今治市在住の26歳（1986年４月２日～ 1987年４月
１日）1,403名と、同じく今治市在住の36歳（1986年４月２日～ 1987年４月１日）のうち1,500
名を抽出している。
　質問票の設計は今治市役所の農林水産課が行っており、配布・回収はすべて郵送にて行ってい
る。質問票の内容は、学校給食への印象や現在の食生活などについての設問が中心だが、26歳
世代と36歳世代では質問内容が若干異なっている。26歳対象の質問票は、今治市での地産地消
図表１　今治市における給食利用野菜の産地別割合（2014年）
　　　　　　　　　　出典：今治市役所学校給食課資料
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型学校給食が徐々に盛んになってきた世代であるため、学校給食への印象や食育効果の状況を測
定するための質問が重視されている。36歳対象の質問票は、既婚者や子どもが生まれた人も少
なくない世代であると想定し、現在の食生活の状況や食に対する考え方を中心とした質問が中心
となっている。そのため、一部に各世代固有の質問が見られる点をあらかじめ付記しておきたい。
　調査実施期間は、2013年８月16日から2013年９月２日である。図表３において、調査票配
図表２　今治市の主な取り組み年表と調査対象との関連
　　　　　　　　　　　　　　出典：片岡（2007）をもとに筆者作成
図表３　調査票配布数と回収率
出典：今治市農林水産課調査をもとに筆者作成
　注）回収数合計には回答時に性別を記入していなかった者も含めている。
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布数と回収率を示した。回収率は、26歳対象では29.1％（408人）、36歳では34.5%（517人）
である。男女別でみると、いずれも女性の回答率の方が男性より上回っている。以下の分析に用
いる回答者属性（出身小学校別）は、立花地区小学校（早期の自校調理方式化、有機農産物の利
用が多い地域）、その他市内（立花地区以外で、今治市の方針にて給食を実施していた合併前の
今治市町村）、市外（旧越智郡：合併前の周辺町村で現今治市、今治市外地域）の３分類とした。
職業別の状況をみると、26歳では同市の主要産業のひとつである製造業が最も多く（20.0%）、
ついでその他業種（18.3%）、主婦（14.0%）との結果である。36歳では、主婦が最も多く
26.2%、続いてその他の業種（14.6%）、製造業（13.4%）との結果であった。
　次章以降では、今治市での学校給食に関する取組成果の分析するため、学校給食への印象、取
組の認知状況、現在の食行動や考えに関する設問を中心に、調査対象者を年代別、出身小学校別、
性別、子どもの有無などの属性毎に分類したうえで分析を行う。
Ⅳ．分析結果
（１）学校給食に対する印象と取り組みへの認知状況
　本節では学校給食に対する印象と、現在今治市内で行われている学校給食に関する取り組みの
認知状況をみていきたい。学校給食に対する当時の印象については、26歳群のみに行った質問
事項である。
　図表４に、学校給食に対する当時の印象を示した。26歳世代が小学校に就学していた時期は
今治市での学校給食の取組のなかで、地場産農産物の供給が徐々に拡大してきた頃である。結果
を見ると1983年の当初から有機農産物をはじめとした地場産農産物の導入をしてきた「立花地
区」は学校給食に対する当時の印象を「好き」だと感じているのは94.1%、「嫌い」だったのは5.9%
となっており、「その他市内」と「市外」と比較しても最も高く学校給食を評価している結果となっ
た。「その他市内」と「市外」を比較すると顕著な差は見られていないが、若干「その他市内」
が学校給食に対して好意的な印象が高いことが分かった。
　つぎに、図表５において学校給食が好きだった理由についての結果を示した。いずれの出身小
学校別分類においても、１位「楽しかった」、２位「楽しかった」、３位「作りたての給食」が上
図表４　学校給食に関する当時の印象（26歳）
出典：今治市資料より報告者作成
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位を占めており、味の印象と食事の場での思い出を評価していた。立花地区では「家で食べられ
ないもの（32.4%）」、「バランスが良い（17.6%）」、「食材が良い（8.8%）」と、他の地区よりも
高い結果となった。これは同地区の特徴的な学校給食の成果が反映されたものと推測できる。
　続いて図表６において、現在行われている今治市の学校給食における取組内容の認知状況につ
いて出身小学校別の結果を示した。質問では次の10項目（学校農園、手作り給食、地場産野菜、
有機農産物、郷土料理、地元産水産物、減農薬野菜、地元産小麦パン、地元産豆腐、給食週間）
について、知っているもの全てチェックを入れてもらい集計をしている。
　共通点として、26歳世代と36歳世代を比較するといずれの属性も、36歳の方が取り組みへの
認知数は多いことが分かった。一方で標準偏差を見ると、世代によってばらつきが見られ、経年
により認知状況の差が開いていると考えられる結果となった。そして、いずれの地区、世代にお
いても「立花地区」が最も高い数字となっている。次点以下の「その他市内」と「市外」では、
26歳世代ではその他市内が高く、36歳世代では「市外」と僅かな差で「その他市内」が下回る
結果であった。
　図表７では、図表６で用いた質問について個別の認知割合の結果を、出身小学校の地域別、性
別、子どもの有無で集計した。全体的な傾向として、36歳世代の方が取り組みへの認知割合が
高まっていることが分かった。これは年齢が上がるにつれて、結婚・出産・育児などの生活環境
変化や、それに伴い学校を含めた地域内の取組を知る機会が増加したためであると推測できる。
　地区別の結果を見ると、立花地区は「学校農園」「有機農産物」の認知状況が他地域よりも高
く（51.0%）、その他地産地消に関する取り組みへの認知も総じて高いことが分かった。その他
図表５　学校給食が好きだった理由（26歳）
出典：今治市資料より報告者作成
図表６　今治市学校給食の取組認知
出典：今治市資料より報告者作成
　注）全10項目のうちの回答数
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市内と市外では顕著な差は見られていない。これらの結果から、学校給食を受けていた頃に特徴
的な給食を受けていた児童らは、その後の取組認知にも影響があると推測できる。
　性別で分類した結果を見ると、いずれの世代も女性の方が、認知割合が高いと分かった。男女
共通の傾向として、36歳世代の方が大半の項目で認知割合は高まっていた。この世代間による
結果の差異は、女性の方が大きく、男性ではむしろ26歳世代の方が認知している割合が高い項
目が見られた。この結果は、女性と比較して男性のほうが地域内の学校給食に関して関心が高く
ない可能性を示すものである。そして順位の差はあるが、「郷土料理」「手作り給食」「学校農園」
は男女間で共通して上位を占めていた。
　子供の有無で分類した結果からは、26歳世代と36歳世代で顕著な結果が出ており、36歳世代
の方が、認知割合が高かった。これは子どもが小学校へ進学した人も少なくないため、子どもを
通じて現在の取組を認知していると推測できる。そのほか、個別の取組を見ると、26歳世代の
方が子どもなしの人の方が、認知割合が高い傾向が見られた。この結果は、給食を受けた年代が
影響しているものと考えられる。
（２）現在の食生活・行動と考え
　本節では、現在の食生活や、購買行動に対する考え方および行動に関する質問を分析する。図
表８では、普段の食生活で注意している点について平均数を出身小学校別で示した。質問は次の
８項目（賞味期限（消費期限）、なるべく安価、国産・生産者名、なるべく地元産、食品添加物
などの表示、有機JAS・無農薬・無化学肥料など、簡便に作れる・見た目がきれい、簡易包装）
図表７　今治市の取組認知割合
出典：今治市資料より報告者作成
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について、知っているもの全てチェックを入れてもらい集計をしている。
　結果を見ると、26歳時点では「立花地区」「その他市内」「市外」の順で注意点の平均数が高かっ
たが、36歳世代では逆に「市外」が最も高く2.91点、次いで「その他市内」「立花地区」の順となっ
ている。この結果は、世代間による学校給食による教育内容の違い、あるいは経年により差異が
なくなっていることの両面が考えられる。
　図表９では、図表８にて行った８項目について、出身小学校の地域別、性別、子どもの有無の
属性ごとに認知割合を示した。属性間での共通項目として、いずれも最も気を付けていることは
「賞味期限（消費期限）」であった。２位、３位は各属性および世代により前後しているが「なる
べく安価」「国産・生産者名」に留意していることが分かった。
　出身小学校の地域別での特徴をみると、属性間を比較して特徴的な傾向が顕著に出ていない。
図表９　食品を購入する際の注意点割合
出典：今治市市役所資料より報告者作成
図表８　普段の食生活での注意点（平均数）
出典：今治市資料より報告者作成
　注）全８項目のうちの回答数
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世代によって「市外」が最も高い割合を示す項目（36歳世代の「国産・生産者名」「なるべく地
元産」「有機JAS・無農薬・無化学肥料など」）があり、受けていた給食の内容と現在の食行動へ
の注意点が一致しない傾向があると分かった。
　性別での集計結果をみると、女性の方が注意点への回答割合が高く、世代間で傾向が異なるこ
とが指摘できる。26歳世代では「賞味期限（消費期限）」「なるべく安価」「簡便に作れる・見た
目がきれい」を重視していたが、36歳では「国産・生産者名」「なるべく地元産」「食品添加物
などの表示」「有機JAS・無農薬・無化学肥料など」の食品生産の安全性を注意している割合が
増加していた。
　子供の有無での集計結果は、26歳世代では子どもの有無で顕著な差は見られていないが、36
歳世代ではほぼすべての項目で「子どもあり」の回答者の注意点割合が高くなっている。とくに
「国産・生産者名」が90.1%、「なるべく地元産（58.2%）」、「有機JAS・無農薬・無化学肥料など
（22.1％）」は他の属性での割合と比較しても、最も高い回答割合であった。このことから、子
どもの有無で産地や農法などの生産過程に対しての注意を払う割合が変化することが分かった。
　図表10では、日常生活で主な食品購入場所を各属性による割合で示した。出身小学校の地域別、
性別、子どもの有無の各属性と世代間で共通して、１位「スーパーマーケット」、２位「農協系
店舗」、３位「直売所」との結果であり、各属性間で大きな特徴は現れなかった。スーパーに次
いで農協系店舗、直売所の利用が多いのは同市内の買い物環境による結果であると推測できる。
　地域別での結果を見ると、各地域別で顕著な傾向は見られないが、「農家から直接購入」する
者の割合は26歳世代では「立花地区」が最も高いが、36世代になると「市外」地域が最も高くなっ
ている。こうした世代間、地域別間での回答割合にばらつきが生じていることは、年代による影
響とともに、生活環境などによる影響であると考えられる。
　性別での違いをみると、上位の結果に大きな変化はないが、全体的な回答割合は女性の方が高
いことが分かった。子どもの有無からは、26歳世代と36歳世代では若干の傾向の違いが認められ、
36歳世代で子どもありの人は「生協系店舗（20.2%）」「生協宅配（15.2%）」が増加していた。
これは生協商品などの安全性面を評価していることや、子育ての忙しさから生協宅配の利用が増
加していることに起因しているとみられる。
　図表11は、今治市産の農産物を購入している頻度について、各属性および世代間での集計を
行なった。ほぼすべての属性において、１位は「週２～３回」、２位「週１回」との結果であった。
地域別での傾向をみると「立花地区」は26歳世代、36歳世代ともに「週２～３回」の購入頻度
が最も高かった。だが、「利用しない」という回答は26歳世代の「立花地区」が最も高い結果と
なり、36歳世代でも「その他市内」に次ぐ割合となった。
　性別での傾向を見ると、総じて26歳世代よりも36歳世代の方が今治産農産物の購入頻度は高
まっていることが分かった。なかでも、女性の36歳世代は40.3％が「週２～３回」購入してお
り頻度の高まりが確認できた。子どもの有無についても、36歳世代の方が購入頻度が高まる傾
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向である。
Ⅴ．おわりに
　先章までにおいて、今治市における学校給食への印象および取り組み認知の状況と、現在の食
生活や行動の状況を分析した。いずれの調査からも見られた傾向として、26歳世代は学校給食
の取組が盛んになったこともあり、学校給食を受けた地域により結果にある程度の傾向が見られ
ている。例えば、今治市の給食を受けていた者と市外の者で、給食への好意や、地産地消などへ
図表10　主な食品の購入場所割合
出典：今治市市役所資料より報告者作成
図表11　今治市産の農産物の購入頻度（割合）
出典：今治市資料より報告者作成
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の理解、有機農産物等の認知などが、市外の小学校に通学していた者より高い数字を示していた
ことである。
　36歳世代の結果からは、学校給食を受けていた地域での差は少なくなっており、それよりも
男女間や子供の有無により、食行動や意識の差が出ていることがわかった。以上から、経年によ
る教育効果の薄れが推察できるものの、一定の取組による成果が確認できた。しかしながら、食
行動や認識は本人を取り巻く家庭環境や生活変化に伴って、変化していることが指摘できる。
　今後の課題として、今回の調査対象者に加えて、同市の取り組みが盛んになった世代を対象と
した調査を実施することによって経年変化や、時期の違いによる分析を行いたい。また、今回分
析対象としたデータの元となっている調査票に関しては同市による企画・実施であったため、次
回は著者も協力のもと、調査を実施したい。
（かたおか　みき・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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付記
　　本稿の執筆にあたり、今治市役所の安井孝様、大西敬子様には大変お世話になりました。この場をもってお礼を申し上
げます。
　　また、本年度をもって定年退職される大宮登先生には大変お世話になりました。先生の益々のご活躍とご健勝を祈念申
し上げつつ、心よりの御礼を申し上げます。
１　（独）日本スポーツ振興センター『児童生徒の食生活等実態調査』2005年、2010年。
